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A．研究目的 
たばこ規制に関する世界保健機関枠組み

条約（WHO Framework Convention on 
Tobacco Control：以下、FCTC）第 11 条

により、締約国は、たばこ製品の包装（以

下、パッケージ）及びラベルについて以下

を含む効果的な措置を実行することが求め

られている 1,2)。  
 健康に関する警告が大きく、明瞭で、

視認および判読の可能なものであるこ

とを確保する 
 警告表示がパッケージの主要な表示面

積の 50%以上を確保することが望まし

く、30％を下回らない 
 健康に関する警告とメッセージがイラ

ストや写真を用いて表示されることが

望ましい 
 消費者に、製品の特性、健康への影

響、危険性、排出物について誤解を招

くおそれのある用語、形容的表示など

を用いない 
 

日本におけるパッケージに関しては、財

務省令たばこ事業法施行規則第 36 条「注意

表示」において規定されている。2019 年 6
月 14 日公布・施行された「たばこ事業法施

研究要旨  
2020 年 4 月に実施された、たばこ製品の包装及びラベルの健康警告表示方法の変更による効果を

明らかにし、日本の警告表示のあり方を検討することを目的とする。日本の一般住民を対象に 2015
年から毎年実施されているインターネット調査 the Japan“Society and New Tobacco” Internet 
Survey (JASTIS)の 2020 年 2 月-3 月、2021 年 2 月、2022 年 2 月に実施された調査を用いて分析を

行った。分析は、各調査の回答者のうち、18 歳から 69 歳の喫煙者（直近の 30 日以内にたばこを吸

った人）を対象とした（2020 年 2,315 名、2021 年 4,017 名、2022 年 4,770 名）。パッケージの警告

表示方法の変更による影響を、１. 警告表示に気づいたか、2．警告表示をきっかけとして喫煙の健康

への害について考えたか、3．警告表示によって自分が禁煙する可能性が高まったか、の３つ項目で

分析した。統計解析には GEE（一般化推定方程式）を用い、それぞれの割合を調査年ごとに推計し

た。暫定的な結果によると、喫煙者のうち警告表示に気づいた人の割合が 2020 年 2-3 月時点の 55%
から 37-38 %（2021 年-2022 年）に減少していた。健康への害について考えた人の割合は、2020 年

調査で 3 割で、その後も 25%と低かった。禁煙の可能性が高まったと回答した人の割合は、それぞれ

の調査年で喫煙者全体の 3 割未満で、2020 年調査後減少していた。文字のみの警表示では視認性が

低く、十分な効果が期待できないため、画像付き警告表示などの効果的な表示方法の導入を積極的に

検討する必要がある。 
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行規則の一部改正する省令（財務省令 4 号）」

により、2020 年 4 月より警告表示の掲載面

積は主要な面の面積の 30％以上から 50％
以上へ拡大され、全ての製品で表面には受

動喫煙について「他者への影響」に関する注

意文言、裏面には「未成年者の喫煙防止」に

関する注意文言が追加で記載された（図 1）
3)。さらに同法では、たばこによる健康への

影響に関して消費者に誤解を生じさせるお

それのある文言を容器包装に表示する場合

は、他のたばこ製品と比較し健康に及ぼす

悪影響が小さいというわけではない旨を表

示することが義務付けられた。 
本研究は、2019 年 6 月 14 日公布・施行

された「たばこ事業法施行規則の一部改正

する省令（財務省令 4 号）」によるパッケー

ジの警告表示の掲載面積の拡大および追加

された注意文言の効果を明らかにし、日本

の警告表示のあり方を検討することを目的

とする。 
 

B．研究目的 
JASTIS 研究調査は、日本における喫煙

状況や喫煙対策についての現状を知るため

のインターネット調査である 4)。楽天イン

サイトのパネルメンバーの一般住民 16 歳

以上の約 220 万人からランダムにサンプリ

ングされた人を対象とし、インターネット

調査が 2015 年から毎年実施されている。

本研究では、パッケージに関する質問項目

を含む 2020 年 2～3 月、2021 年 2 月、

2022 年 2 月に実施された調査データを利

用した。 
本研究は、各調査の回答者のうち、不正

回答者、18 歳から 69 歳以外の男女、非喫

煙者（過去喫煙者を含む）を除外した、現

在喫煙者（直近の 30 日以内にたばこを吸

った人）を対象とした（2020 年：2,315
名、2021 年：4,017 名、2022 年：4,770
名）。 
パッケージの警告表示の効果について以

下の質問項目を用いて調査した。 
1. 「過去１か月以内に、たばこの包装に

書かれている警告表示に気づいた」（以

下、警告表示の視認性） 
2. 「タバコの包装に書かれている警告表

示をきっかけとして喫煙の健康への害

について考えた」（以下、健康への害に

関する意識度） 
3. 「タバコの包装の警告表示によって自

分が禁煙する可能性が高まった」（以

下、禁煙の可能性） 
回答者は、それぞれの項目について

「a．まったくなかった」「b．ほとんどな

かった」「c．時々あった」「d．頻繁にあっ

た」「e．とても頻繁にあった」「f．該当し

ない」「g．わからない」のいずれかを選択

した。本研究では、a)-b)を合わせて「0」、
c)-e)を合わせて「１」とコーディングし、

f)-g)は分析から除いた。 
 警告表示の掲載面積の拡大および新たに

追加された注意文言の追加による影響をみ

るために、１．警告表示の視認性、2．健康

への害に関する意識度、3．禁煙の可能性の

それぞれのアウトカムの割合（%）を調査年

ごとに推計し、年次推移をみた。２と３のア

ウトカムについては過去１か月以内に警告

表示に気づいた人（１で c)あるいは e)を選

択した人）を対象にした割合を合わせて推

計した。統計手法は GEE（一般化推定方程

式）を用い、それぞれのアウトカムで調査年

（基準：2020 年調査）に対するオッズ比、
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95%信頼区間を推計した。それぞれのモデ

ルに年齢、性別、教育歴、喫煙の頻度（時々、

毎日）を調整変数として入れた。 
 解析には STATA 17.0 を用いた。 
 
倫理面での配慮 
インターネット調査を受けることの同意

はあらかじめ調査会社によって取得されて

いる。さらに日本マーケティングリサーチ

協会による綱領およびガイドラインに従い、

本調査の実施に関して調査会社から承認を

得た。「アンケート調査対象者への説明文」

を調査画面に提示し、調査で得られた情報

は個人を特定できない形でしか発表されな

いこと、また調査の目的以外には利用しな

いことを対象者全員に伝えた。JASTIS は

大阪国際がんセンターの倫理審査委員会の

審査・承認を得て実施された。 
 
C．研究結果 
研究対象者である喫煙者の基本属性を年

度別に表１に示す。各年の平均年齢は 47.1
歳（2020 年）、47.9 歳（2021 年）、46.1
（2022 年）で、男性の割合が 72.2-78.5%
高かった。教育歴は大学以上の割合が各年

で 53.1%、48.8%、49.4%と最も高かっ

た。喫煙の頻度については、「ほとんど毎

日吸う」、と回答した人が各年で 89.1%、

89.6%、87.1%と著しく高かった。 
 
1. 警告表示の視認性 
 過去１か月以内に警告表示に気づいた人

の割合は、パッケージの警告表示面積の拡

大および注意文言の追加が実施された

2020 年 4 月直前に行われた 2020 年調査

時点で 55.1％と最も高く、2021 年調査と

2022 年調査時点では 2020 年調査時点と比

較してそれぞれ 38.2％（p<0.001）、
37.2％（p<0.001）と低かった（図 2）。 
2. 健康への害に関する意識度 
 警告表示をきっかけに喫煙の健康への害

について考えたと回答した喫煙者の割合

は、2020 年の 30.1%と比べ、2021 年で

24.8%（p<0.001）、2022 年で 24.6%
（p<0.001）と低かった（図 3A）。過去１

か月以内に警告表示に気づいた喫煙者の中

での割合は、2020 年調査時で 42.8％、そ

の後 2021 年と 2022 年調査時でそれぞれ

55.1％、54.3％で、いずれも 2020 年より

高かった(p<0.001）（図 3B）。 
3. 禁煙の可能性 
 警告表示によって自分が禁煙する可能性

が高まったと回答した喫煙者の割合は、

2020 年で 26.6%、その後 2021 年と 2022
年調査時でそれぞれ 19.7%、17.8%と低下

した（図 4A）。過去１か月以内に警告表示

に気づいた喫煙者の中での割合は、2020
年調査時の 36.9%から、202１年調査時に

は 43.0％まで増加したが、2022 年調査時

には 37.9％まで減少した（図 4B）。 
 
D．考察 
本研究では、2020 年 4 月に実施されたパ

ッケージの警告表示の掲載面積の拡大およ

び注意文言の追加による警告表示の視認性、

健康への害に関する意識度、禁煙の可能性

への影響について、日本の一般住民を対象

とした大規模調査で検討した。 
パッケージの警告表示方法の変更によっ

て健康警告の視認性が上がることが期待さ

れたが、本研究の暫定的な結果によると、喫

煙者のうち警告表示に気づいた人の割合が
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減少していた。これは、「たばこ事業法施行

規則の一部改正する省令（財務省令 4 号）」

が 2019 年 6 月 14 日に公布・施行され、JT
の発表と報道が 2019 年 7 月に行われたこ

とによって 5)、2020 年調査時は警告表示に

関する関心が特に高まっていたことが理由

として考えられる。2020 年調査以前の警告

表示については 2018 年の International 
Tobacco Control（ITC）プロジェクトで調

査が行われていて、紙巻きたばこ喫煙者の

約 3 割、紙巻きたばこと加熱式たばこの併

用者の約 2 割が「頻繁に」警告表示に気づ

いたと回答していた 6)。本研究では「時々」

を含めて推計しているにもかかわらず、

2021 年と 2022 年で警告表示に気づいた人

の割合は約 37-38％、と 2018 年のＩＴＣに

よる推計と大差がなかった。これらのデー

タからパッケージの警告表示面積が 50％
に拡大しても警告表示の視認性が依然とし

て低いことが明らかになった。 
 警告表示に気づいたと回答した人を対象

に、健康への害に関する意識度と禁煙の可

能性をみたところ、2020 年に比べて 2021
年と 2022 年（健康への害に関する意識度

のみ）で高く、警告表示の掲載面積の拡

大、注意文言の追加によって、喫煙による

健康への害に関する意識度と禁煙の可能性

が高まったことが示唆された。しかし、多

くの喫煙者は現行のパッケージの警告表示

に気づいていないため、警告表示による禁

煙効果が期待されるのは一部のみと考えら

れる。 
日本で実施していない警告表示の効果的

な措置としてプレーンパッケージや画像付

き警告表示がある。日本において画像を用

いた警告表示を導入するかについては、財

務省による「注意文言表示規制・広告規制

の見直し等について」で、2020 年の変更

による「効果、画像を導入した諸外国にお

ける導入効果等について十分に検証し、画

像の受け止め方は国民性等により異なるこ

となどにも留意し、引き続き、検討される

べき課題と考えられる」と書かれている

3）。本研究の暫定結果は、健康警告表示の

方法に対する喫煙者の認識を調査した先行

研究 7）と一致して、現行の文字のみの警

告表示では視認性が低く、十分な効果が期

待できないことを示した。画像付き警告表

示の導入は、日本人の大半が支持している

8）ことから、日本でも導入を実現すること

が可能であると考えられる。 
 

E．結論 
 2020 年 4 月にパッケージの警告表示方

法が変更してからも、パッケージの警告表

示の視認性は低く、画像付き警告表示など

の効果的な措置の実施を積極的に検討する

べきである。今後、画像付き警告表示を導

入した韓国などと比較をし、日本で画像付

き警告表示を導入することで期待される効

果を推定するなど、たばこ政策の立案に資

する基礎情報を提供していくことが重要で

ある。 
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表1. 対象者の属性 

調査年 2020 2021 2022 
 

N=2,315 N=4,017 N=4,770 

平均年齢（標準偏差） 47.1 (13.4) 47.9 (12.4) 46.1 (13.3) 

 No. % No. % No. % 

性別 
      

男性  1,817  78.5  2,946  73.3  3,442  72.2 

女性  498  21.5  1,071  26.7  1,328  27.8 

教育歴 
      

高校以下  648  28.0  1,273  31.7  1,463  30.7 

専門学校・短大  434  18.7  778  19.4  922  19.3 

大学以上  1,230  53.1  1,962  48.8  2,356  49.4 

その他  3  0.1  4  0.1  29  0.6 

喫煙頻度 
      

ほとんど毎日  2,063  89.1  3,601  89.6  4,153  87.1 

時々  252  10.9  416  10.4  617  12.9 
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図 1. 2020 年 4 月前（旧）と後（現行）のパッケージの健康警告表示例 

https://www.e-

healthnet.mhlw.go.jp/information/wp-content/uploads/factsheet2021_08.pdf 

 

 

図 2. 過去１か月以内にパッケージに書かれている警告表示に気づいた喫煙者の割合 
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図 3. パッケージの警告表示をきっかけとして喫煙の健康への害について考えた喫煙者の割合 

 

図 4. パッケージの警告表示によって自分が禁煙する可能性が高まったと回答した喫煙者の割合 
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	１）飲食店民間データベース調査
	令和5年5月、12月に飲食店民間データベースより抽出された店舗数はそれぞれ590,258店舗、595,351店舗であった。抽出された店舗のうち、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態に該当する店舗は523,829店舗であり、有効情報掲載店舗は335,301店舗であった（有効情報掲載割合：64.0%）。
	禁煙店舗割合は、全体で63.2%、新規店舗では80.3%、既存店舗では59.4%であった（表1）。業態別の禁煙店舗割合は、食堂・レストランが72.4%と最も高く、バーでは25.5%と最も低かった。新規店舗と既存店舗の禁煙店舗割合の差は喫茶店・カフェで27.5ポイントと最も大きかった。
	２）飲食店へのインターネット調査
	インターネット調査により、235店舗より回答を得た。飲食店以外・その他（24店舗）、正答掲載ホームページへのアクセスあり（7店舗）、喫煙ルール「その他」（2店舗）を除いた202店舗を集計対象とした。集計対象202店舗のうち、令和4年度調査と同じ地域（埼玉、千葉、東京、神奈川、大阪）からの回答は155店舗であった。
	集計対象202店舗のうち、禁煙店舗152店舗、喫煙専用室設置店舗12店舗、加熱式たばこ専用喫煙室設置店舗2店舗、喫煙可能室設置店舗25店舗、喫煙目的室設置店舗11店舗であった。令和4年度調査における規制対象既存店舗と概ね同程度の割合であった（表2-1）。令和5年度調査店舗において、全店舗と令和4年度対象地域で概ね同様の特徴であったことから、以降の分析は全店舗で行った。
	改正健康増進法の理解度は、令和4年度規制対象既存店舗と比べて、令和5年度調査新規店舗では項目による差がわずかにあるものの、平均正当数に差はなかった。受動喫煙対策の情報収集は令和4年度調査と比べて、令和5年度調査ではほとんど行われていなかった。
	法令順守状況と改正健康増進法の理解度を比べると、法令順守の有無で平均正答数に大きな差はなかった（表2-2）。ただし、令和4年度調査規制対象既存店舗を除き、法令順守なしにおいて「屋内禁煙の原則」への理解がやや低かった。
	飲食店開業時における保健所での喫煙環境についての対応の有無と改正健康増進法の理解度では、喫煙環境の確認の有無ではほとんど差がなかったが、情報提供があると、平均正答数が多かった（表2-3）。また、保健所での喫煙環境の確認や情報提供が行われた店舗では法令順守している割合が高かった。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	日本語以外の論文28編、日本語論文2編、日本語学会発表1編が選定され、合計76症例が対象となった。76症例のうち、64症例は急性CO中毒、10症例は多血症、2症例は急性CO中毒症例と一緒に搬送された症例だが、症状等で有意な所見がなかった症例であった。報告はヨーロッパが46症例、中東が13症例、アフリカが7症例（すべて多血症）、日本が5症例、北米が3症例、アジアが1症例、オセアニアが1症例であった。
	急性CO中毒、多血症、その他について、報告内容のまとめは表3-1に示した通りである。急性CO中毒症例においては、シーシャの能動的使用が大部分を占めるが、近隣での使用（本人使用なし）やシーシャ専門店の従業員（使用状況不明）の症例も報告されていた。症状としては、頭痛、意識消失、めまい、嘔気・嘔吐が多かった。
	シーシャ使用者に限定すると、使用環境は屋内が多く、使用時間は長い方が多いが、使用時間が短い症例も報告されていた（表3-2）。急性CO中毒症例での使用頻度は高くないが、多血症症例では毎日使用されていた。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	調査票発送数1,438店舗より不達129件を除く、1,309店舗を調査対象数とした（表4-1）。調査対象店舗のうち、195店舗から回答を得た（回答率14.9%）。195店舗のうち、サービスとしてシーシャ使用（ニコチンあり）、シーシャ使用（ニコチンなし）ともになしと回答した４店舗を除き、191店舗を集計対象とした。
	シーシャ利用可能店舗の特徴は表4-2に示した通りである。大部分の店舗は100cm2以下であった。平日の客数は6～20人、土日祝日の客数は11～30人が多くなっている。滞在時間は1時間30分～2時間が最も多かった。3割弱の店舗では食事が提供されていた。90％以上の店舗で常時換気が行われていた。CO2モニターを設置している店舗は2割弱であった。
	シーシャ関連CO中毒の事故は4分の3の店舗で認知がなされており、約6割の店舗でCO中毒様症状の発生経験があった（表4-3）。CO中毒様症状で最も頻度が多いのは、めまい・ふらつきで毎週発生している店舗が4％程度であった（表4-4）。続いて、吐き気・嘔吐、意識もうろう・意識不明、けいれんの順に多かった。
	CO中毒様症状発生と関連することが予想される要因として、客席面積（表4-5）、滞在時間（表4-6）、店舗の換気状況（表4-7）、CO2モニター利用状況（表4-8）との関連を検討した。客席面積、換気状況との関連は認められなかった。滞在時間が長くなると、CO中速様症状が発生しやすくなり、1.5時間以上になると3分の2の店舗で発生経験があった。CO2モニター利用店舗では利用していない店舗よりCO中毒様症状の発生経験が少なかった。
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	E．結論
	本研究により、新規店舗においても法令順守が十分ではない可能性が示された。保健所での取り組みにより法令の理解と順守を促せる可能性が示唆された。
	シーシャ使用に関連したCO中毒様症状は多くのシーシャ利用可能店舗で経験が認められた。シーシャ使用時間が長くならないよう注意するとともに、空気環境のモニタリングに基づく換気が重要な可能性がある。
	引き続き、飲食店の禁煙化状況をモニタリングや健康影響などの評価を行っていくとともに、法律の実効性を高めるための課題を明らかにし、政策提言へとつなげることを目指していく。



